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2020年1月24日職場における化学物質管理に関する意見交換会

職場におけ
る化学物質
等の管理の
あり方に関
する検討会

２検討事項
（１）国によるリスク評価のあ
り方に関すること
（２）事業場における化学物質
等による労働災害防止対策のあ
り方に関すること
（３）ラベル表示・ＳＤＳ交付
等の危険有害性情報の伝達のあ
り方に関すること
（４）化学物質等の管理に係る
人材育成のあり方に関すること
（５）その他職場における化学
物質等の管理のあり方に関する
こと

健康リスクアセスメントとリスクマネージメント

高濃度から低

濃度への外挿

健康影響の

観察

曝露濃度、曝

露人口の同定

リスクの確定リスクアセスメント

量反応評価 曝露評価有害性同定

リスクマネージメント

医学以外の諸要因
• 哲学（予防原則）

• 政治的・文化的背景

• 実現可能性(社会経済的、技術的) 

• 対抗リスクとのトレードオフ

• 他

意志決定
・不確実係数の取捨

・放置

・その他

リスクコミュ
ニケーション

ステークホルダー行動

企業がリスク評価を行う目的
当該化学物質の使用・導入の意志
決定や行動する情報として利用

リスク評価とリスク管
理は一体・不可分

「全ての化学物質は何らかの有害性を有しており、有害になるか
否かはその量に依存する」という、「影響の量依存性」の考え方
が盛んに議論され始めました。この考え方では、化学物質を単に
ハザードの大きさで評価するのではなく、その化学物質が影響を
受ける対象（ヒト、生態系、設備など）とどの様な状況で接触し
ているかという、暴露の要素も加味して影響の大きさを評価し、
ハザードの大きさと暴露量との積で表される領域のうち、許容で
きない領域に存在するものを、何らかの手段によって許容できる
レベまで下げようという「リスク管理」の考え方です。つまり、
ハザードの大きい物質でも、その物質の暴露量を下げれば安全は
確保できるし、逆に、ハザードが小さくても、暴露量が大きい場
合には対策を講じなければなりません。 (日化協HPより)

日化協のリスク管理の認識

テクノヒル
テキストボックス
資料２



代替物質が存在する場合のリスク管理者の対応

設備変更等代替化
コストが妥当

ハザードが重篤

• 曝露量低減対策のコストと煩わしさ
• 取引先企業の要求
• 消費者等のリスク受容概念の未熟さに起因する風評被害
• 将来の労災認定や訴訟リスク回避。研究の進展により新た
に発がん性や生殖毒性が確定した物質については、確定時
点後も⻑期曝露による影響が発生することから、訴訟リス
クは不可避

• 注意：代替物質のリスクアセスメント実施を怠らないこと

リスクが高い

曝露軽減対策を採用す
ることなく、代替化

対抗リスクに対するリスク管理

代替物質が存在しない場合のリスク管理者の対応

ハザードが重篤、または、リスクが高い

1. 当該物質を使用する工程の生産中止

1. 曝露軽減対策や生産設備更新等のコストが企業間競争

力を弱体化させ、生産による利益に見合わないと判断

すれば、企業として従業員の雇用対策以外に生産を継

続する意味はない。

2. 曝露軽減対策コスト等を超えて利益が得られる

1. 使用の継続

3. 「ゴールゲートを移動する」：次スライド

• リスク評価に用いたadverse effectの種類を変更
• NOAELやLOAELの判断を変更

• リスク評価で選択されたadverse effectが発がんや生
殖毒性のような不可逆性の影響であれば「ゴールゲー
トの移動」は考えにくいが、可逆性の影響や短期影響
であれば、リスク管理者の責任による「ゴールゲート
の移動」という意志決定はあり得る。

• 従業員を含むステークホールダーに対するリスクコミュニ
ケーションは必要。

３ ゴールゲートの移動：
• 「最終意志決定はリスク管理者の責任で、その結果責任は

リスク管理者が負う」という原則ルールの受容覚悟を前提。
• 対抗リスクとのバランスが当該物質の継続使用側に傾く

代替物質が存在しない場合のリスク管理者の対応

ビールの量影響関係

プッハー、うまい
量

症状（影響）

頭が痛い、むかむか

酩酊・泥酔

急性アルコール中毒死

ほろ酔い加減

リスク管理者の自由度・自立性・独自判断の尊重



健康リスク評価とリスク管理

リスク評価 リスク管理

誰 が 科学者 リスク管理者(中央・地方行政、経営者)

何 を
有害性同定、量反
応評価、曝露評価

意志決定とその実行(何もしないとい
う意志決定も含む)

何に基
づいて

既存・新規の科学
的な資料・情報

リスク評価結果に、予防原則、政治
的文化的背景、実現可能性(社会経済
的・技術的)、対抗リスクとのトレー
ドオフ、等

成果物 リスクの記述
規制値(規制しないという成果も含
む)、推奨値、行動プログラム、等

責 任
科学的事実に対し
て

すべての結果(何もしなかったという
責任も含む)に対して

サプライチェーンへの情報伝達：SDS
SDS情報は正しいか？某物質の場合

2020.01.08 WEBより引用

同一物質の他社のSDS
日東化学産業 カネコ化学 アルベマール日本

2020.01.08 WEBより引用 2020.01.08 WEBより引用

• 自力ではリスク
評価完結困難な
中小零細企業は、
SDSを信頼して
リスク管理がで
きるか？

• SDSの質の担保
(内容の査察、更
新ルール等)

• SDS作成企業の
責務・責任



特殊健康診断に係る調査研究事業総括班委員会
平成14 ～16 年度

特殊健康診断の健診項目に関する調査研究委員会
平成１９年度

化学物質の健康診断に関する専門委員会
平成22年度

特殊健康診断内容見直し
平成 or 昭和？ 年度

特殊健診 = 化学物質管理の最後の砦

時々の注目化学物質の健診項目設定

特殊健康診断の基本的な考え方

有
害
物
質
の
曝
露

第一次健康診断
（スクリーニング）

第二次健康診断
（確定診断）

相当の曝露

十分低い曝露

有
所
見
者

職業性疾病

私 病

・曝露詳細調査
・精密な検査

曝露と関連なし

曝露と関連あり

• 健診時曝露の把握の重要性
• 環境管理区分、曝露濃度
• 生物学的曝露モニタリング

特殊健康診断は６月
以内に一度必要か？

生物学的モニタリング

代謝物／原体が血液中に分布
代謝物／原体が尿中に排泄

代謝物／原体が呼気中に排泄
(特殊な排泄経路：胎児・乳汁・毛髪・糞便・汗等)

有
害
物
質

経 皮

経消化管

経気道

濃度測定不可能

濃度測定可能

吸収
代謝
分布

健康
影響

曝露モニタリング

曝 露 吸収・代謝・分布・排泄

曝露モニタリングと生物学的曝露モニタリング
令和元年１０月 労働衛生課
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共通事項 労働環境
経肺・経皮曝露

一般環境
経口・経肺曝露

曝露シナリオ毎に相違




